
令和 5年（２０２３年）5月２５日 

総合支援課 

「令和４年度 生徒指導状況報告」の結果報告について 

 

 令和元年度までは文部科学省が実施している「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の

諸課題に関する調査」の結果から暴力行為の件数、いじめの認知件数、不登校児童生徒数を報告

していました。令和２年度からは、本市が独自に行っている小中学生を対象とした生徒指導状況報

告の結果内容を報告しております。 

 

１ 暴力行為の状況について  

  本調査における暴力行為とは、対教師暴力、生徒間暴力、対人暴力、器物損壊をいう。 

 

 

 暴力行為の発生件数における小・中学校の内訳は小学校２４０件（＋１３２件）【対教師暴力

９１件（＋６３件）、生徒間暴力１２１件（＋５２件）、対人暴力１件（-３件）、器物損壊２７件（+2

０件）】、中学校１４３件（+６１件）【対教師暴力１６件（±０件）、生徒間暴力１０８件（＋６５

件）、対人暴力４件（-１件）、器物損壊１５件（-３件）】である。   ※（ ）内は前年度との比較 

 

２ いじめの状況について 

 

 いじめの認知件数における小中学校の内訳は小学校が３３０３件、中学校が３７１件である。 

※R1までは小・中・高等学校を調査対象としている。 

※R1 までは小・中・高

等学校・特別支援学校

を調査対象としている。 
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〇 本市の小・中学校におけるいじめの認知件数は３６７４件。本市においては、平成３０年度から、

法的ないじめの定義に基づき、いじめの認知に対する認識を根本から見直すよう校長会や生徒

指導主任・主事会等で周知・指導を行った。その結果、各学校において、日常的に起こりうる児童

生徒間の軽微なトラブルであっても積極的にいじめと認知するようになったことから、ここ数年い

じめの認知件数は上昇している。 

    いじめの法的な定義による積極的な認知は進んできているが、いじめの認知件数にはまだま

だ学校間で大きな差があることが課題である。本年度の生徒指導主任・主事会でもいじめの認

知・対応について改めて事例をもとに説明した。 

 

３ 不登校児童生徒の状況について     

 

 

小中学校における不登校児童生徒数は２７６０人で、前年度より６０８人増加しており、小・中学校

別の内訳は、小学校１０９２人（+３３５人）、中学校 1６６８人（+２７３人）である。 

なお長期欠席者数（不登校＋病気欠＋経済的理由欠＋コロナ感染回避＋その他）は３５２３人で、

前年度より８８１人増加している。 

※（ ）内は前年度との比較 

 

〇 本市の小・中学校の不登校児童生徒数はいずれの校種においても増加している。市教育委員

会では、全小中学校にスクールカウンセラーを配置し、学校からの依頼に応じてスクールソーシャ

ルワーカーを派遣するなど、様々な不登校対策事業を実施し、各学校の不登校児童生徒の状況

及び対策を把握・分析し、不登校の未然防止、早期発見に取り組む体制づくりに努めている。スク

ールソーシャルワーカー１６人、不登校対策サポーター１２人配置。また、フレンドリー（学習支援セ

ンター）における児童生徒の居場所づくりや大学生が不登校児童生徒の話し相手や遊び相手に

なるユア・フレンド事業も継続して実施している。今年度はフレンドリーを６カ所に増設し、フレンドリ

ーオンラインも本格実施２年目となり、不登校児童生徒の居場所づくりと、学習機会の保障に努め

ている。 

   

※調査対象は全て小中学校 
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